　農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）第26条第１項に基づく農業者等の協議が行われたので、同項の規定により下記のとおり公表する。
平成３０年４月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安平町長　　瀧　　　孝
                                  記
１．協議の場を設けた区域の範囲
　　　安平町地区
２．協議の結果を取りまとめた年月日
　　　平成３０年４月１日
３．当該区域における今後の地域の中心となる経営体（担い手）の状況
    　法人　　　２２経営体
    　個人　　１８１経営体
４．３の結果として、当該区域に担い手が十分いるかどうか
　　　担い手は十分に確保されている
５．農地中間管理機構の活用方針
　　　農地の利用集積を進める中で、出し手及び地域の意見を尊重しながら、農地中
　　間管理事業を活用する。
６．地域農業の将来のあり方
　　　地域の中心となる経営体など担い手への農地の利用集積の円滑な推進を図るた　
　　め、農業委員会と連携した農地の情報整備や利用調整活動を強化し、地域と関係
　　機関・団体が一体となった取組みを推進する。

　　　また、これら経営体が経営規模の拡大や高収益作物の導入のほか、クリーン・
　　有機農業やアグリビジネス等による経営の多角化など、自らの創意工夫を生かし　
　　た経営を展開していけるよう農地の円滑な利用集積や経営の合理化、その他の農
　　業経営基盤の強化を促進するための各種施策を総合的に講ずる。
